
事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 国土調査事業
事業通番 4190

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

2,837

区分

（１）事業費等の推移

昭和40年度

農業費

k㎡

事業費(千円)

55.48

0

6年度

0.03
地方債

県支出金

55.52

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

55.5

55.5

１筆ごとの土地について、所有者･地番・地目を調査するとともに、境界の確認・測量を行い、正確な地図及び台帳を作成す
る。

第7次10ケ年計画に基づき、新規「八重松地区」のFⅠ工程（細部図根測量）・FⅡ-1工程（一筆地測量）・FⅡ-2工程（原図作
成）・G工程（地籍測定）・H工程（複図作成）を実施した。

A

現状維持

0.02

第7次10ケ年計画に基づき、新規に「八重松地区」に取り組む。また、未認証となっている遅延地区の解消にも取り組む。
なお、事業実施面積は国土調査事業事務取扱要領に規定する換算面積とする。

終了年度

地籍・境界が明確になり、正確な地図及び台帳が作成される。

B

一般会計

3年度(決算)

町内の土地

0.02

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

0
A

4年度(決算)

55.52

活動実績

（３）活動実績及び成果

調査実施済面積

担当課名

4,219

対象（誰、何を）

55.48

目

k㎡

7年度

5年度(決算)

不動産の適正な売買の推進、災害時における迅速な復旧対応のため、計画的に事業を進めることが必要である。

--

3年度

款

農業振興施設費

２．事業の実績

7年度

八重松地区のFⅠ・FⅡ-1・FⅡ-2・G・H工程における、各工程の県担当者による検査を実施し承認を得た。

（理由）

農林水産業費

重点プロジェクト

国土調査法

0.03

項

事業実施面積

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

3,260

6年度

3,260 2,269

1,300

650

1,487

900

450

管理係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
専門的な測量技術が必要な工程では、一部業務を委託していることから、国県補助金を活用しながら進めていく。

未実施地区解消のため、計画的に事業を実施していく。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 都市計画事業
事業通番 4605

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

5,845

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

都市計画費

件

事業費(千円)

0

37

6年度

42
地方債

県支出金

0

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

0

0

都市計画関係法令に基づき都市計画区域内の規制管理を行うとともに、区画整理事業等により設置した調整池等を、周辺の区
域内住民に悪影響を及ぼさないよう適切に管理する。

・都市計画法、建築基準法に則り適正に処理した。
・道上調整池については適時草刈りを実施した。また令和６年２月には調整池の下流に位置する４件の地下水について11項目
の水質検査を実施したところ、飲料水として適合していた。
・思堀沈殿槽については、維持管理業務を委託し適正な管理に努めた。また沈殿槽の汚泥抜き取りを令和５年11月に実施し
た。

A

現状維持

23

建築物関係については建築確認申請の際に必要となる現地調査票の処理件数を、都市施設については維持管理が適正に管理し
たことを成果とするため苦情件数とする。

終了年度

適法に建築及び管理される。

B

一般会計

3年度(決算)

都市計画区域内の建築物等及び都市施設。

40

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

40
A

4年度(決算)

0

活動実績

（３）活動実績及び成果

都市施設への苦情件数

担当課名

1,907

対象（誰、何を）

0

目

件

7年度

5年度(決算)

施設管理を適正に実施することにより、周辺地区住民の安全安心な生活を維持する。

--

3年度

款

都市計画総務費

２．事業の実績

7年度

・都市計画関係法令に基づき適正に処理することで、都市計画区域内において用途地域にあった建物を建築することにより住
環境の整備が図られた。
・放流水の適正な管理を行うことにより、周辺地区内住民の安全で安心な生活環境が維持された。

（理由）

土木費

重点プロジェクト

都市計画法、建築基準法

40

項

建築物関係の現地調査票処理件数

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

1,758

6年度

250

1,508 1,658

249

5,845

管理係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
最低限の予算で実施しており、削減の余地はない。

今後も都市計画関係法令に基づき、区域内の適正管理を行う。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 河川管理事業
事業通番 4779

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

23,059

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

河川費

件

事業費(千円)

2

124,494

6年度

93,405
地方債

県支出金

2

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

2

2

河川機能を維持するため、適正な維持管理を行うことで、円滑な流水を確保し、災害の防止を図る。

河川沿の除草について、自治区や河川愛護団体等16団体へ委託し、93,405㎡実施した。
また、町管理河川の浚渫工事を3件実施した。

A

現状維持

107,908

準用河川及び普通河川を適切に維持管理することにより、災害の発生を未然に防ぐ。

終了年度

災害の防止

B

一般会計

3年度(決算)

準用河川及び普通河川

167,000

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

130,000
A

4年度(決算)

3

活動実績

（３）活動実績及び成果

浚渫実施件数

担当課名

11,044

対象（誰、何を）

2

目

㎡

7年度

5年度(決算)

集中豪雨による河川増水等の災害防止のため、河川内の除草及び河道掘削作業を継続的に実施する。

--

3年度

款

河川整備費

２．事業の実績

7年度

除草や浚渫工事により、河川内の安全が確保され、河川災害防止につながった。

（理由）

土木費

重点プロジェクト

河川法、会津美里町河川管理規則

102,777

項

河川浄化作業実施面積

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

10,961

6年度

4,660

5,900

401

5,900

384

4,760

1,219

3,940

17,900

建設係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
除草作業において、法面等の斜面は人力で行っておりコスト縮減の余地はない。

クマによる被害、水害を未然に防止するため、継続して事業を行う。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 情報通信施設管理事業
事業通番 5115

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

22,031

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

総務管理費

％

事業費(千円)

-

0

6年度

0
地方債

県支出金

99

政策財政課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

99

99

情報格差是正事業（Ｈ＆Ｓネットワーク整備事業）で町内全域に敷設した光ファイバー網の維持管理やテレビ難視聴地区で組
織する共同受信組合への助成を行う。
【主な取組】令和5年度は光ファイバー網の維持管理や町内全域WiFi通信基盤の運用管理を行う。

光ファイバー網の維持管理を行った。障害も０件であった。
WIFI環境基盤を活用して、町民向けにインターネット接続サービスの提供を5月から開始した。

A

現状維持

2

問題なくサービスを提供できているか。

終了年度

町が所有する情報通信施設が問題なくサービスを提供する。

B

一般会計

3年度(決算)

町が敷設した光ケーブル網など情報通信施設

0

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

0
A

4年度(決算)

99

活動実績

（３）活動実績及び成果

WIFI環境基盤の人口カバー率

担当課名

174,893

対象（誰、何を）

-

目

件

7年度

5年度(決算)

WiFi通信基盤を活用したインターネット接続サービスの提供を開始したことにより、町民が支障なく高速通信網の恩
恵を受けられることで、町民自身の活力アップや住みやすい生活環境の向上に繋げていく。更に、通信基盤を生かし
た行政サービスの向上に取り組んでいく。

--

3年度

款

電算管理費

２．事業の実績

7年度

・WiFi通信基盤を活用したインターネット接続サービスの提供を開始したことにより、町の活力や住みやすい環境の維持及び
町民サービスの向上にむけた取り組みの推進につながったが、運営事業者の問題で令和5年12月から新規のインターネット接
続サービスの申し込みが停止している。
・光ファイバーの維持管理を行うことで、町民が支障なく高速通信網の恩恵を受けられた。

（理由）

総務費

重点プロジェクト

ー

0

項

光ケーブル網障害件数

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

23,394

6年度

13,423

9,971 13,687

16,450

144,756

10,295

11,736

デジログ推進室（係）担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
民間への事業移管の流れを踏まえつつも、現在、管理運営事業者の撤退により新規申し込みが出来ないことなどか
ら、まずは新たな運用事業者との速やかな契約を目指すことと、事業の安定運用を第一に取り組みを進め、加入者の
増加を図ることでコスト削減に繋げる。

情報通信施設の適切な管理及び運用により、町民に対し安定したサービスを提供するとともに、民間事業者への事業
移管を検討していく。また、通信基盤を生かした行政サービスの更なる向上にも取り組んでいく。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 公園管理事業
事業通番 5202

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

44,124

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

都市計画費

-

事業費(千円)

-

0

6年度

0
地方債

県支出金

-

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

-

-

都市公園や街なみ公園等の利用者が安全快適に使用できる環境の整備と維持を行う。

公園内施設の遊具等の点検及び不良箇所の修繕を行った。
公園内の支障木伐採を行った。
あやめ苑再生計画の終了に伴い、あやめ苑維持管理計画を新たに策定した。
あやめ苑のバリアフリー化に努め、修繕を実施した。

A

現状維持

0

施設利用者に事故が無いこと。

終了年度

利用者が安全で快適に利用できるよう維持管理する。

B

一般会計

3年度(決算)

都市公園、街なみ公園等

0

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

0
A

4年度(決算)

-

活動実績

（３）活動実績及び成果

-

担当課名

42,998

対象（誰、何を）

-

目

件

7年度

5年度(決算)

公園利用者が、安全安心に利用できるよう施設の適正管理を行う。

--

3年度

款

公園費

２．事業の実績

7年度

公園施設を適切に管理することにより、利用者が快適に安心して利用することができた。

（理由）

土木費

重点プロジェクト

都市公園法　会津美里町都市公園条例　会津美里町街なみ公園条例

0

項

施設利用者の事故

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

46,679

6年度

3,823

42,856 38,107

4,891

35,683

8,441

管理係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
施設管理を外部委託することで経費削減を行っており、効率化、コスト削減を図る。

あやめ苑においては、公園指導員を中心とした管理体制を整え、効率的な施設管理を行う。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 町営住宅管理事業
事業通番 5393

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

26,892

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

住宅費

％

事業費(千円)

98

105

6年度

92
地方債

県支出金

98

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

98

98

住宅に困窮している低所得者に対して低廉な家賃で町営住宅を賃貸することにより、町民生活の安定と社会福祉の増進に寄与
する。
【主な取組】
令和5年度は、町営住宅の入退去事務、使用料等管理事務、施設維持管理・解体事務を行うとともに、公営住宅等長寿命化計
画について見直しを実施する。

・滞納者に対し、文書・電話・臨戸訪問による納付督励を行った。
・施設修繕・施設管理業務委託等により、施設の維持管理を実施した。

A

現状維持

95

①町営住宅が良好な状態を維持されているかを成果として捉え、Ａの指標を設定する。
②住宅使用料及び駐車場使用料の収納が適切に実施されているかを成果として捉え、Ｂの指標を設定する。なお、過年度分に
ついては成果指標の年度毎の目標設定が困難であることから、現年度分について成果指標の対象とする。

終了年度

①入居に適した良好な状態を維持される。
②適切に収納される。

B

一般会計

3年度(決算)

①町営住宅
②住宅使用料及び駐車場使用料

100

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

100
A

4年度(決算)

98

活動実績

（３）活動実績及び成果

現年度分住宅使用料及び駐車場使用料の収納率

担当課名

32,057

対象（誰、何を）

97.97

目

件

7年度

5年度(決算)

住宅に困窮している低所得者に対して低廉な家賃で住所を供給することにより、生活の安定、社会福祉の増進を図っ
ている。

--

3年度

款

住宅管理費

２．事業の実績

7年度

・納付特例により、納付相談、分割納付計画書・分割納付誓約書の提出につながった。
・施設修繕・施設管理業務委託等により、住宅の生活環境が維持された。

（理由）

土木費

重点プロジェクト

公営住宅法、公営住宅法施行令、公営住宅法施行規則、会津美里町営住宅管理条例、会津美里町営住宅管理条例施行規則、会
津美里町営住宅家賃等滞納整理事務処理要綱、会津美里町営住宅共益費助成金交付要綱、会津美里町営住宅住替移転補助金交
付要綱、会津美里町営住宅入居者選考委員会規則、会津美里町営住宅入居者選考実施要綱等

100

項

町営住宅修繕実施件数

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

51,300

6年度

4,498

14,510

32,292 2,043

24,734

5,280

0

24,115

2,777

管理係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
施設維持管理に必要な経費で、適正な予算執行がなされている。

町営住宅施設の適正な維持管理、使用料収納率の向上を図る。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 水洗化改造工事費助成金
事業通番 5472

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

208

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

営業費用

件

事業費(千円)

18

51.7

6年度

53.9
地方債

県支出金

14

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

9

18

公共下水道供用開始３年以内の区域内で、下水道接続の水洗化工事を行う一般家庭及び共同住宅を対象に、工事費の一部を予
算の範囲内において助成する。
【おもな取組】令和５年度は、供用開始３年以内の処理区域内で排水設備及び既設便所等を水洗式に改造する工事を行う対象
者に対し、その費用の一部を助成する。

供用開始後１年以内の４件に対し、総額208,000円の助成金を交付した。

A

現状維持

53.2

公共下水道への接続率の向上を成果と捉え、Aの指標を設定する。また、助成金を利用した新規接続件数についても成果と捉
え、Bの指標を設定する。

終了年度

排水設備及び既設便所等を水洗式に改造する工事を行い公共下水道へ接続する。

B

下水道事業会計

3年度(決算)

供用開始３年以内の処理区域内における下水道未接続の一般家庭及び共同住宅

52.8

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

48.5
A

4年度(決算)

4

活動実績

（３）活動実績及び成果

水洗化改造工事費助成金交付決定件数

担当課名

493

対象（誰、何を）

5

目

％

7年度

5年度(決算)

助成措置による水洗化改造工事を実施することにより、下水道接続率を向上させ生活環境の保全を維持する。

令和5年度

3年度

款

総係費

２．事業の実績

7年度

助成金を活用し事業を実施することで、排水設備及び既設便所等の水洗化が図られた。

（理由）

公共下水道事業費用

重点プロジェクト

会津美里町水洗化改造工事費助成金交付要綱

56.3

項

下水道接続率(公共ます)　　接続人口/処理区域内人口

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

265

6年度

265 493 208

上下水道係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
公共下水道処理区域内の接続を促進し、快適な生活環境の保全を図るため現状維持とする。

整備完了が遅れていることから、要綱を改正し、整備が完了し以後3年間、助成の対象を令和5年度までから令和10
年度までに延長した。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 公共下水道施設整備事業
事業通番 5679

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

70,639

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

建設改良費

%

事業費(千円)

95.3

85.6

6年度

86.6
地方債

県支出金

95.3

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

95.3

95.6

公共用水域の水質確保と生活環境の改善を目的に、生活排水等を下水道処理施設により処理する為、管路施設及び処理場の整
備を実施する。
高田処理区（Ｈ９年～Ｈ39年）計画整備面積　273.0ｈａ
本郷処理区（Ｈ９年～Ｈ39年）計画整備面積　133.5ｈａ
【おもな取組】令和5年度は、高田処理区内0.4haの管渠整備を実施する。

公共用水域の水質保全と生活環境の改善を目的に、生活排水等を下水道処理施設により処理するため、高田処理区の未普及区
域の管渠施設L=139.4ｍの整備を実施した。

A

現状維持

86.4

下水道の整備促進により公共用水域の水質の保持、生活環境の保全に結びつけることとするため、管渠整備の進捗状況を成果
と捉え、高田処理区をAの指標とし、本郷処理区をBの指標とする。

終了年度

管渠等整備を完了する。

B

下水道事業会計

3年度(決算)

公共下水道計画整備区域

86.2

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

85.7
A

4年度(決算)

95.3

活動実績

（３）活動実績及び成果

整備進捗率（本郷処理区）

担当課名

206,962

対象（誰、何を）

95.3

目

％

7年度

5年度(決算)

公共下水道処理区域内の管渠埋設工事等を実施することにより、汚水処理普及率が向上し生活環境の保全を維持す
る。

令和9年度

3年度

款

建設改良費

２．事業の実績

7年度

下水道整備の促進により、公共用水域の保持、生活環境の保全が図られた。

（理由）

公共下水道事業資本的支出

重点プロジェクト

都市計画法、下水道法、会津美里町下水道条例

87

項

整備進捗率（高田処理区）

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

107,777

6年度

49,126

1,214

50,700

5,256

1,481

113,400

640

9,023

82,499

1,400

570

3,511

31,400

358

34,800

上下水道係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
公共用水域の保持、生活環境の保全のために、全体計画に基づき管渠埋設工事等を実施していくこととし、現状維持
とする。

全体計画に基づき管渠埋設工事等を実施し、早期完成に努め、公共用水域の水質確保と生活環境の改善を目指してい
く。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 空き家利活用事業
事業通番 14398

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

1,704

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

総務管理費

軒

事業費(千円)

10

423

6年度

410
地方債

県支出金

10

政策財政課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

9

10

利活用可能な空き家等を移住・定住希望者等に提供し、空き家の抑制と利活用の促進に取り組み、人口減少対策に繋げる。

・空き家利活用制度周知チラシを作成し、固定資産税納税義務者等に配布した。
・空き家・空き地バンク事業を民間に委託し、物件のマッチング強化を図った。
・空き家利活用促進のため、「空き家セミナー」を開催した。
・空き家に関する職員出前講座を行った。

A

拡充

414

①空き家等数
②空き家等利活用者数

終了年度

①減少する
②有効に活用される

B

一般会計

3年度(決算)

町内の空き家等

430

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

430
A

4年度(決算)

4

活動実績

（３）活動実績及び成果

空き家等利活用者数

担当課名

1,728

対象（誰、何を）

7

目

軒

7年度

5年度(決算)

空き家空き地バンクの運営方法を民間法人へ委託したことで成果が向上しており、さらに司法書士など関係団体との
連携を強化しながら、効率的な事業運営に努める。また、空き家改修補助金の活用については年々増加傾向にある。

--

3年度

款

企画費

２．事業の実績

7年度

・チラシの配布により、空き家等を所有している方へ制度の周知が図られた。
・民間事業者と連携し業務に取り組んだことで、バンクに登録されている空き家・空き地のうち６件（空き家４件、空き地2
件）が成約となり、利活用につながった。
・空き家セミナーの開催により、登記の概要や、土地家屋調査士の役割、空き家管理の必要性を広く周知することができた。
・出前講座を実施し、空き家制度の周知を図ることができ、今後の連携強化につながった。

（理由）

総務費

重点プロジェクト

空家等対策の推進に関する特別措置法
会津美里町空き家・空き地バンク実施要綱、会津美里町空き家改修補助金交付要綱

430

項

空き家等数

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

1,225

6年度

1,225 1,728 1,704

移住定住促進係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 有効性改善

拡大

（理由）

（理由）
業務の一部を民間法人へ委託したことで成果も向上しており、事業継続するとともに、空き家改修補助金について拡
大する必要がある。

空き家空き地バンク制度のより一層の周知を図り、利活用可能な空き家空き地を掘り起こしていく。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 空家等対策事業
事業通番 14583

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

8,235

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

都市計画費

件

事業費(千円)

20

2

6年度

12
地方債

県支出金

15

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

10

10

空家等対策の推進に関する特別措置法に規定する特定空家等及び危険な空家の対策

危険空家等の所有者等（法定相続人）を1５件確知した。
危険空家等の所有者等に助言・指導文書を2４回送付した。
特定空家１件に対し、勧告、命令を行った。

A

現状維持

7

Ａ：所有者等に文書等による指導を実施し、空家等の除却、草刈、剪定等の改善措置が実施されること。
Ｂ：危険空き家の所有者等（法定相続人）を確知した件数。

終了年度

近隣住民又は相談者からの空き家問題が解決され、会津美里町内において適切な生活基盤が構築されること。

B

一般会計

3年度(決算)

危険空き家等、特定空家等の所有者又は法定相続人、利害関係人。

8

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

2
A

4年度(決算)

15

活動実績

（３）活動実績及び成果

危険空き家所有者等の確知件数

担当課名

5,529

対象（誰、何を）

28

目

件

7年度

5年度(決算)

急激な人口減少や少子高齢化等の影響により、今後も空家数の増加が見込まれることから、補助金を活用した除却件
数が増え成果が出てきている。

--

3年度

款

都市計画総務費

２．事業の実績

7年度

12件の危険空家等が除却された。

（理由）

土木費

重点プロジェクト

空家等対策の推進に関する特別措置法、会津美里町空き家等の適正管理に関する条例、民法

10

項

空家等の除却件数

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

2,770

6年度

2,770 2,864

2,665

4,232

4,003

管理係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
補助対象額の拡充により、補助交付件数が増加している中でも最低限のコストで実施している。

所有者に対し助言、指導等を行い、危険空家解消に向け利活用部門と連携を強化し、事業を推進する。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 水道未普及地域生活用水確保対策事業
事業通番 14585

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

7,776

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

保健衛生費

世帯

事業費(千円)

78

42

6年度

45
地方債

県支出金

86

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

87

83

　町の水道が整備されていない地域の集落等において、生活用水を確保するために必要な施設の新設又は改修等を行なう個人
又は団体に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。
【おもな取組】令和５年度は、生活用水を確保するために必要な施設の新設又は改修等を行う個人又は団体に対し、その費用
の一部を助成する。

水道未普及地域の３件(３世帯)に対し、総額7,776,000円の補助金を交付した。

A

現状維持

44

水道未普及地域において、安定的に生活用水を確保できることを成果と捉え、現在苦慮していない世帯においても今後施設の
改修等が必要となる場合を考慮して、水道未普及地域内の全戸数に対して、補助金を利用した戸数累計の割合をＡの指標に設
定する。また、補助金を利用した戸数をＢの指標に設定する。

終了年度

生活用水を安全で安定的に確保できる。

B

一般会計

3年度(決算)

水道未普及地域で生活用水を確保するために必要な施設の新設又は改修等を行う個人（世帯）又は団体

42

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

40
A

4年度(決算)

90

活動実績

（３）活動実績及び成果

水道未普及地域において、この補助金を利用して改修・新設した（水質検査除く）世帯

担当課名

13,917

対象（誰、何を）

82

目

％

7年度

5年度(決算)

水道未普及地域における生活用水の安定確保を図るため、長期的に事業を継続し、事業利用者の増加を図る必要があ
る。

--

3年度

款

保健衛生総務費

２．事業の実績

7年度

生活用水を安全で安定的に確保できる世帯が増加した。

（理由）

衛生費

重点プロジェクト

会津美里町水道未普及地域生活用水確保対策事業補助金交付要綱

44

項

水道未普及地域の世帯数に対して、この補助金を利用して改修・新設した（水質検査除く）世帯数累計の割合

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

52,584

6年度

52,584 13,917 7,776

上下水道係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
水道未普及地域の住民に対し、継続的に補助制度の啓発を実施するため現状維持とする。

水道未普及地域における生活用水の安定確保を図るため、地域住民に対し補助制度の啓発を行う。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 公共下水道接続促進事業
事業通番 15004

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

1,801

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

営業費用

件

事業費(千円)

32

51.7

6年度

53.9
地方債

県支出金

28

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

20

32

公共下水道供用開始区域内で、下水道接続の水洗化工事（合併処理浄化槽、単独処理浄化槽、汲取り便所からの切替）を行う
一般家庭を対象に、工事費の一部を予算の範囲内において助成する。
【おもな取組】令和５年度は、公共下水道へ新たに接続するための排水設備工事（新築又は建替え工事を除く。）を行う者に
対し、その費用の一部を助成する。

供用開始区域内における下水道切替工事11件（単独処理浄化槽からの切替　7件　合併処理浄化槽からの切替　４件）に対
し、総額1,801,000円の助成金を交付した。

A

現状維持

53.2

公共下水道への接続率の向上を成果と捉え、Aの指標を設定する。また、助成金を利用した新規接続件数についても成果と捉
え、Bの指標を設定する。

終了年度

排水設備工事を行い、新たに公共下水道へ接続する。

B

下水道事業会計

3年度(決算)

供用開始区域内における未接続の一般家庭（合併処理浄化槽、単独処理浄化槽、汲取り便所使用者）。

52.8

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

48.5
A

4年度(決算)

11

活動実績

（３）活動実績及び成果

公共下水道等接続促進事業助成金交付決定件数（公共下水道分）

担当課名

4,031

対象（誰、何を）

29

目

％

7年度

5年度(決算)

当該補助制度により、排水設備の接続促進がなされ、接続率の向上、料金収入の増により下水道事業の安定経営維持
する。

令和5年度

3年度

款

総係費

２．事業の実績

7年度

助成金を活用し事業を実施することで、公共下水道への接続率の向上が図られた。

（理由）

公共下水道事業費用

重点プロジェクト

会津美里町公共下水道等接続促進事業助成金交付要綱

56.3

項

下水道接続率(公共ます)　　接続人口/処理区域内人口

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

6,617

6年度

6,617 4,031 1,801

上下水道係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
公共下水道区域内の接続を促進し、快適な生活環境の保全、公共用水域の水質汚濁の防止及び浄化を図るため現状維
持とする。

接続促進を図るため、補助制度の啓発に努める。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 農業集落排水処理施設接続促進事業
事業通番 15006

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

1,449

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

営業費用

件

事業費(千円)

12

57

6年度

60.3
地方債

県支出金

10

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

7

10

農業集落排水供用開始区域内で、農業集落排水接続の水洗化工事（合併処理浄化槽、単独処理浄化槽、汲取り便所からの切
替）を行う一般家庭を対象に、工事費の一部を予算の範囲内において助成する。
【おもな取組】令和５年度は、農業集落排水へ新たに接続するための排水設備工事（新築又は建替え工事を除く。）を行う者
に対し、その費用の一部を助成する。

供用開始区域内の農業集落排水への切替工事６件（汲み取りからの切替４件　単独処理浄化槽からの切替２件）に対し、総額
1,449,000円の助成金を交付。

A

現状維持

59.1

農業集落排水への接続率の向上を成果と捉え、Aの指標を設定する。また、助成金を利用した新規接続件数についても成果と
捉え、Bの指標を設定する。

終了年度

排水設備工事を行い、新たに農業集落排水へ接続する。

B

下水道事業会計

3年度(決算)

供用開始区域内における未接続の一般家庭（合併処理浄化槽、単独処理浄化槽、汲取り便所使用者）

65.2

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

64.4
A

4年度(決算)

6

活動実績

（３）活動実績及び成果

公共下水道等接続促進事業助成金交付決定件数（農業集落排水分）

担当課名

1,680

対象（誰、何を）

3

目

％

7年度

5年度(決算)

当該助成制度により、排水設備の接続促進がなされ、接続率の向上、料金収入の増により、農業集落排水事業の安定
経営を維持する。

令和5年度

3年度

款

総係費

２．事業の実績

7年度

助成金を活用し事業を実施することで農業集落排水への接続率向上が図られた。

（理由）

農業集落排水事業費用

重点プロジェクト

会津美里町公共下水道等接続促進事業助成金交付要綱

66

項

農業集落排水接続率(公共ます)　　接続人口/処理区域内人口

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

565

6年度

565 1,680 1,449

上下水道係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
農業集落排水処理区域内の接続を促進し、快適な生活環境の保全、公共用水域の水質汚濁の防止及び浄化を図るため
現状維持とする。

接続促進を図るため、補助制度の啓発に努める。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 合併処理浄化槽設置整備事業
事業通番 16745

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

7,421

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

清掃費

-

事業費(千円)

-

20

6年度

16
地方債

県支出金

-

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

-

-

公共下水道事業認可区域及び農業集落排水事業実施区域以外の地域において、し尿と生活雑排水を併せて処理するため新たに
合併処理浄化槽を設置する方に補助金を交付する。
【おもな取組】令和５年度は、新たに合併処理浄化槽の設置を行う者に対し、その費用の一部を助成する。

5人槽6件、7人槽9件、10人槽1件、汲み取り便槽の撤去２件に対し総額7,356,000円の補助金を交付した。

A

現状維持

19

生活環境の保全のため、生活排水処理が促進されることを成果と捉え、合併処理浄化槽の新規設置基数をAの指標を設定す
る。

終了年度

し尿と生活雑排水を併せて処理するため、新たに合併処理浄化槽を設置する。

B

一般会計

3年度(決算)

対象地域の生活排水未処理世帯

23

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

22
A

4年度(決算)

-

活動実績

（３）活動実績及び成果

-

担当課名

8,101

対象（誰、何を）

-

目

件

7年度

5年度(決算)

公共下水道事業認可区域及び農業集落排水事業認可区域以外の地域における合併処理浄化槽の設置は、計画通り進捗
している。

--

3年度

款

浄化槽整備費

２．事業の実績

7年度

補助金を活用し事業を実施することにより、生活環境の保全、また合併処理浄化槽への切替が図られた。

（理由）

衛生費

重点プロジェクト

会津美里町合併処理浄化槽設置整備事業費補助金交付要綱
循環型社会形成推進交付金交付要綱・福島県浄化槽設置整備事業実施要綱

21

項

合併処理浄化槽新規設置件数（補助交付決定件数）

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

9,940

6年度

2,855

1,756

5,329 3,962

3,020

1,119

4,131

1,774

1,516

上下水道係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
生活排水処理率の向上を図るため、削減の余地はない。

生活排水処理率の向上を図るため、国庫補助事業を活用しながら単独浄化槽及び汲み取り便槽から合併処理浄化槽へ
の切り替えを推進する。



事務事業 事後評価シート（令和5年度実施事業）

事務事業名 老朽管更新事業
事業通番 90004

総合計画体系
政策№

施策№

1

1-2

政策名

施策名

自然に配慮した環境づくり

生活基盤の整備

116,500

区分

（１）事業費等の推移

令和3年度

建設改良費

%

事業費(千円)

5.06

940

6年度

3,153
地方債

県支出金

13.21

建設水道課

【成果指標】

5年度

意図
(対象がどのような状態
になることを目指すか)

B

7.91

8.58

既設石綿セメント管の老朽化、経年劣化による漏水等の事故により水道水の安定供給に支障となるため、管路整備の一環とし
て、石綿セメント管の布設替を実施する。
【おもな取組】令和５年度は永井野地区及び竹原地区における1,153.43mの配水管布設替工事を実施する。また、令和４年度
に布設替工事を行った道路の舗装本復旧工事を行うとともに、令和６年度以降施工予定箇所の測量設計委託を行う。

配水管の布設替及び分岐（1,182.95m）、給水管の布設替（43箇所）、消火栓の設置替（７箇所）を実施した。

A

現状維持

1,970

給水区域内における水道水の安定供給のため、老朽管（石綿セメント管）の布設替を成果と捉え、実施延長をAの指標とし、
計画延長に対する実施延長の割合をBの指標とする。

終了年度

水道施設（石綿セメント管）の改修および更新を行い、水道水の安定供給のため機能の強化を図る。

B

水道事業会計

3年度(決算)

水道施設（石綿セメント管）

2,137

３．最終評価

成果

国庫支出金

成果の方向性

１．事業の概要

上段：目標値　下段：実績値

予算科目

開始年度

事務事業の概要

単位

（２）指標の推移

1,260
A

4年度(決算)

12.67

活動実績

（３）活動実績及び成果

老朽管の布設替実施延長/老朽管の布設替計画延長(24,900m)

担当課名

114,274

対象（誰、何を）

3.78

目

ｍ

7年度

5年度(決算)

老朽管更新により、漏水の減少及び有収率が向上し、水道事業の安定した経営を確保する。

令和19年度

3年度

款

建設改良費

２．事業の実績

7年度

老朽管（石綿管）の布設替を行い、水道水の安定供給に繋がった。

（理由）

資本的支出

重点プロジェクト

会津美里町給水条例、水道法

3,290

項

老朽管の布設替実施延長

会計

その他

成果
指標 4年度

一般財源

法令根拠、条例等

成果の考え方

85,547

6年度

37,400

11,626

36,521

55,900

51,157

7,217

48,204

8,796

59,500

上下水道係担当係名

コストの方向性

今後の方向性 現状維持

現状維持

（理由）

（理由）
可能な限り他事業との同時施工を検討し、コスト面等を改善していくこととし、現状維持とする。

可能な限り他事業との同時施工を検討し、コスト面等を改善していく。


